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はじめに 

i-PRO グループ (i-PRO 株式会社およびその連結子会社をいい、以下、i-PRO) は、社会

の安心安全に貢献し、最先端のエッジ AI 技術を通じて業界のサステナビリティ活動を牽引

するグローバルカンパニーになることを目指しています。近年、サプライチェーンのグロ

ーバル化や複雑化に伴い、環境問題に加えて人権問題や労働問題への関心が高まり、サプ

ライチェーンにおけるサステナビリティ活動がますます注目され、サプライチェーン全体

でのグローバルな社会課題解決への貢献が不可欠な要素となっています。i-PRO は、サプ

ライチェーン全体で取り組むべき事項をまとめたサステナブル調達ガイドラインを策定し

ました。購入先様に実践いただきたい事項、および購入先様に関連するサプライヤーに対

して行っていただきたい事項を明確化しております。本ガイドラインに基づき、サプライ

チェーンを通じたサステナブル調達の取り組みと、活動状況の確認のための定期的な調査

にご協⼒をお願いします。 

 

適用範囲 

サプライチェーン全体への適用 

本ガイドラインは、当社および関連会社の調達活動において、購入先様にとどまら

ず、直接・間接の取引先を含むサプライチェーン全体に適用されます。すべての供

給者に本ガイドラインの遵守を求め、必要に応じてサプライチェーンの更なる上流

にも本ガイドラインを展開します。 

 

調達対象と考慮事項 

資材（製品の製造に消費される原材料、部品、買入商品をいう）・設備・サービス

など、当社が調達するあらゆる物品・役務を対象とします。その調達にあたって

は、品質や価格など従来の要素に加え、環境への影響、労働環境や人権への配慮、

公正な事業慣行などの環境・社会・倫理的要素を考慮します。例えば、気候変動へ

の影響や労働者の権利状況などサステナビリティに関わる事項を調達先選定の基準

に含めます。 

 

グローバルな適用 

企業規模や地域を問わず、グローバルに適用されるガイドラインとします。当社の

国内外すべての事業拠点および取引先において、本ガイドラインを踏まえた調達活

動を実施します。地域ごとの法規制や文化の違いにも配慮しつつ、国際的な基準

（例：国連グローバル・コンパクトの原則や OECD 多国籍企業行動指針）に沿っ

た調達を推進します。 

 

 



    

 

 

i-PRO の方針・取り組み 

i-PRO 行動規範 

i-PRO は、私たちが定めるパーパスとビジョンを追求し、今日の社会において新し

い価値を創造し続ける企業になることを目指します。そのため、事業活動における

企業行動規範を定め、社会の責任ある一員として高い倫理観を持ち法令を遵守して

行動することを、全世界のあらゆる利害関係者の皆様にお約束します。 

i-PRO 企業行動規範(Code of Conduct) 

 

i-PRO サステナビリティ基本方針 

i-PRO サステナビリティ基本方針は、事業活動を通じて社会や環境の課題解決と長

期安定的な成長の両立を図り、世界中のステークホルダーの皆さまと共に、持続可

能な社会の実現を目指す i-PRO の姿勢を表明するものです。 

i-PRO サステナビリティ基本方針 

 

i-PRO グローバル人権方針 

i-PRO は、社会の安心安全に貢献し、新しい価値を創造し続ける企業になることを

目指し、事業活動の根幹として一人ひとりの人権を尊重します。 

i-PRO グローバル人権方針は、私たちの追求するパーパス、ビジョンに基づき定め

た企業行動規範に則り、人権尊重への取り組みに対する i-PRO の姿勢を表明する

ものです。 

i-PRO グローバル人権方針 

 

i-PRO グローバル環境方針 

i-PRO は、社会の安心安全に貢献し、新しい価値を創造し続ける企業になることを

目指し、事業活動を通じて地球環境の保全に取り組みます。 

i-PRO グローバル環境方針は、私たちの追求するパーパス、ビジョンに基づき定め

た企業行動規範に則り、環境保護への取り組みに対する i-PRO の姿勢を表明する

ものです。 

i-PRO グローバル環境方針 

 

 

 

 

 

 

 

https://i-pro.com/ja-JP/sustainability/policies.html#policies_01
https://i-pro.com/ja-JP/sustainability/policies.html#policies_02
https://i-pro.com/ja-JP/sustainability/policies.html#policies_03
https://i-pro.com/ja-JP/sustainability/policies.html#policies_04


    

 

 

1. 人権・労働 

購入先は、労働者の人権を尊重し敬意をもって労働者と接するものとします。これは直接

雇用者、契約社員、臨時社員、外国人労働者、学生等、あらゆる労働者に適用されるもの

とします。 

人権・労働に関しての遵守事項は以下の通りです。 

 

1.1.  人権尊重 

購入先は、「国際人権章典」、国際労働機関（ILO）の「労働における基本的原則およ

び権利に関する宣言」、「国連ビジネスと人権に関する指導原則」および「OECD 多

国籍企業行動指針」をはじめとする国際的な人権基準や、各国の人権に関する法律に

基づき、一人ひとりの人権を尊重するものとする。 

購入先は、一人ひとりの文化的・宗教的背景や価値観などを真摯に理解することに努

め、それらに対し敬意をもって接し、既存の慣習に潜む無意識の偏見や無自覚の差別

に目を向け、より高次の人権概念を積極的に実現するよう行動するものとする。 

また、購入先は、当社が調達するあらゆる物品・役務に対して、情報セキュリティ、

プライバシー保護、AI 倫理などの観点から潜在的に発生しうる人権のリスクについ

て、法令や社会規範等に基づき、人権が損なわれることのないよう細心の注意を払う

ものとする。 

 

1.2.  強制労働の禁止 

全ての労働は自発的なものでなければならない。購入先は、いかなる場合において

も、あらゆる形態の強制的な労働を行わせてはならず、以下の行為を固く禁ずるもの

とする。 

 拘束 (債務による拘束を含む) 、拘留労働、非自発的労働、搾取的囚人労

働、奴隷、人身売買など、あらゆる形態の強制労働。 

 脅迫、強制、強要、拉致または詐欺によって人を移送、隠匿、採用、譲渡、

または受け入れる行為。 

 会社が提供した施設 (該当する場合、労働者の寮や住居) への出入りや、施

設内における労働者の移動の自由に対する不合理な制約。 

また、購入先は以下を遵守するものとする。 

 外国人移民労働者の雇用にあたっては、労働者が母国を離れる前に、雇用条

件を母国語または労働者が理解できる言語で記載した雇用契約書を提供しな

ければならない。労働者が受入国に到着後、現地の法律を満たし、かつ元の

契約の同等以上の条件を提供する変更の場合を除き、雇用契約書の差し替え

や変更を行ってはならない。 



    

 

 

 労働者が契約に則った合理的な通告を行えば、労働者は違約金無しにいつで

も自由に離職し、または雇用を終了することができるものとする。 

 退職する全ての労働者に関する書類を保持しなければならない。 

 雇用者、人材斡旋会社およびその委託先は、労働者の政府発行の身分証明

書、パスポート・ビザ、労働許可書または移民申請書などを保持、あるいは

破棄、隠匿、没収してはならない。 

 雇用者が文書を保持できるのは、現地法令を遵守するために必要な場合に限

られ、その場合も、労働者本人が常にそれらの文書を管理可能でなければな

らない。 

 労働者に、雇用者の人材斡旋会社またはその委託先に就職斡旋手数料または

雇用に関わるその他手数料を負担させてはならない。労働者が手数料を支払

ったことが判明した場合は、その手数料は当該労働者に返金されるものとす

る。 

 

1.3.  児童労働の禁止と若年労働者への配慮 

購入先は、いかなる場合においても、法定最低就業年齢に満たない児童による労働を

禁止し、若年労働者の発達を損なうような就労をさせてはならない。加えて、以下を

遵守するものとする。 

 児童労働は、いかなる製造段階においても使用してはならない。「児童」と

は、15 歳、義務教育修了年齢、または国の最低雇用年齢のうち、最も高い年

齢に満たない者を指す。 

 18 歳未満の労働者（若年労働者）を、夜勤や時間外勤務を含む、健康や安全

が危険にさらされる可能性がある業務に従事させてはならない。 

 学生労働者に関する記録の適切な維持、教育機関の厳格なデューディリジェ

ンス、および学生労働者の権利の保護により、適用法令に従った学生労働者

の適切な管理を確実にしなければならない。 

 労働者の年齢を確認する適切な仕組みを持たなければならない。 

 正当な職場学習プログラムの実施は、すべての法規制が遵守されている限り

認められる。 

 すべての学生労働者に適切な支援と教育訓練を提供しなければならない。 

 現地法がない場合、学生労働者、インターン、および見習いの賃金は、同様

または類似の労働を行う他の新人労働者と同等以上でなくてはならない。 

 児童労働が判明した場合、被害を受けた個人を支援するための救済措置を講

じるものとする。 

 

 



    

 

 

1.4.  労働時間 

購入先は、長時間労働と傷害や疾病の増加との関係性を理解し、労働時間、休日を適

切に管理するものとする。加えて、以下を遵守するものとする。 

 労働時間は、現地法令の上限を超えてはならない。 

 緊急時や非常時を除き、時間外労働を含めた 1 週間当たりの総労働時間は週

60 時間を超えてはならない。現地法令がこれより厳しい場合は、現地法令に

従うものとする。 

 すべての時間外労働は自発的なものでなければならない。 

 労働者には 7 日間に 1 日以上の休日を与えなければならない。 

 

1.5.  賃金および福利厚生 

購入先は、各国で適用されるすべての賃金および福利厚生に関する法律を遵守し、労

働に対して、公正かつタイムリーな報酬を労働者へ支払わなければならない。加え

て、以下を遵守するものとする。 

 労働者に支払われる報酬は、最低賃金、時間外労働、および法令で義務付け

られている福利厚生に関連する法律を含め、適用される賃金に関するすべて

の法令を遵守しなければならない。 

 すべての労働者は、同一の労働・資格に対して同一の賃金を受け取るものと

する。 

 時間外労働は適用法に従って通常の時給より高いレートで支払われなければ

ならない。 

 懲戒・懲罰処分としての賃金からの控除は行ってはならない。 

 実施した労働に対して、その報酬内容が適正であることを確認するのに十分

な情報が記載された、適時かつ理解しやすい給与明細書を労働者に提供しな

ければならない。 

 すべての賃金および手当は遅配なく現地の法律に従って支払わなければなら

ない。 

 臨時、派遣、および外部委託の労働者の使用はすべて現地法令の制限内とす

るものとする。 

 

1.6.  差別の排除／ハラスメントの禁止／人道的待遇 

購入先は、基本的人権および多様性を尊重し (D&I)、いかなる場面においても、差別

行為を行ってはならない。性的嫌がらせを含め職場における優位な立場・地位・職位

を濫用したあらゆるいじめや嫌がらせを許容せず、その防止に積極的に取り組むもの

とする。加えて、以下を遵守するものとする。 

 ハラスメントや違法な差別のない職場づくりに取り組まなければならない。 



    

 

 

 労働者に対する暴⼒、性別に基づく暴⼒、セクシャルハラスメント、性的虐

待、体罰、精神的または肉体的な抑圧、いじめ、公衆の面前での辱め、言葉

による虐待などの不快または非人道的な扱いは一切行ってはならず、そのよ

うな扱いを受ける恐れもあってはならない。 

 賃金、昇進、報酬、教育訓練の機会などの採用および雇用慣行において、人

種、肌の色、年齢、性別、性的指向、性同一性または性表現、民族または国

籍、障がいの有無、妊娠、宗教、支持政党、組合加入の有無、軍役経験の有

無、保護対象となる遺伝情報、または配偶者の有無に基づく差別やハラスメ

ントを行ってはならない。 

 これらの要件に対応した懲戒方針および手順を明確に定め、労働者に周知し

なければならない。 

 労働者には宗教的慣習や障がいに対して合理的な便宜が図られなければなら

ない。 

 労働者や採用候補者に対して、差別的に使用される可能性のある医療検査や

身体検査を受けさせてはならない。 

 

1.7.  結社の自由および団体交渉 

購入先は、労働者の結社の自由および団体交渉の自由に関する法的権利を尊重するも

のとする。加えて、以下を遵守するものとする。 

 労働者やその代表者は、差別、報復、脅迫、またはハラスメントを恐れるこ

となく、労働条件や経営慣行に関する意見や懸念を経営陣と率直に意思疎通

を図り、共有できるものとする。 

 労働者が自ら選んだ労働組合を結成してこれに参加し、団体交渉を行い、平

和的な集会に参加する権利を尊重するとともに、それらを差し控える権利を

尊重しなければならない。 

 結社の自由や団体交渉の権利が適用法令により制限されている場合、労働者

は、これらに代わる適法な労働者代表を選出し、これに参加することが認め

られるものとする。 

 

2. 安全衛生 

購入先は、業務上の怪我や病気のリスクを最小限に抑え、製品およびサービスの品質、労

働者の定着、労働者の勤労意欲を向上するために安全で衛生的な労働環境を提供するもの

とします。また、安全衛生に関する問題の特定および解決のために、労働者からの意見聴

取と労働者の教育を行うものとします。 

安全衛生に関する遵守事項は以下の通りです。 

 



    

 

 

2.1.  労働安全衛生 

購入先は、安全に働ける快適な職場環境を確保するために、安全に対するリスクを評

価および管理し、危険の度合いに応じた措置を講じるものとする。加えて、以下を遵

守するものとする。 

 労働者の安全衛生上の危険（化学物質、電気およびその他のエネルギー源、

火災、車両、落下物の危険など）を、発生の可能性も含めて特定および評価

し、危険の度合いに応じて軽減しなければならない。 

 これには、危険源の除去、プロセスや材料の代替、適切な設計による制御、

工学的および管理的対策の実施、予防保全、および安全作業手順（ロックア

ウト／タグアウトを含む）の実施、および継続的な労働安全衛生に関する教

育訓練の提供が含まれる。 

 これらの手段により危険を適切に管理することができない場合、労働者に

は、これらのリスクに対して適切で正しく維持管理された個人保護具および

教材を提供しなければならない。 

 妊娠中および授乳中の労働者を危険な労働環境に配置してはならず、適切な

配慮を行わなければならない。 

 

2.2.  緊急時への備え 

購入先は、緊急事態に対する予防、対応計画、労働者の教育訓練を通じて、緊急時に

備えなければならない。加えて、以下を遵守するものとする。 

 緊急事態を特定し、被害を最小限に抑えるための行動計画を策定しなければ

ならない。 

 防災訓練は少なくとも年に 1 度、または現地法の要求のいずれか厳しい頻度

で実施しなければならない。 

 緊急事態への備えには、適切な火災報知器および消火設備、わかりやすく障

害物のない出口、緊急対応者の連絡先情報、および復旧計画などを含めなけ

ればならない。 

 それらの対策および手順は、生命、環境、および財産への損害を最小化する

ことに重点を置かなければならない。 

 

2.3.  労働災害および疾病 

購入先は、労働災害および疾病を防止、管理、追跡、および報告するために、適切な

対策および是正措置を講じなければならない。適切な対策は、労働者からの報告の促

進、災害および疾病の分類と記録、必要に応じた治療の提供、災害・疾病の調査、原

因排除のための是正措置の実施、ならびに労働者の職場復帰を促進するための制度や

施策を含むものとする。 



    

 

 

2.4.  産業衛生 

購入先は、有害な生物的、化学的、物理的な影響に労働者が曝露するリスクを危険の

度合いに応じて特定、評価し、適切な管理を行わなければならない。加えて、以下を

遵守するものとする。 

 危険を適切に管理することができない場合、労働者に、適切で正しく維持管

理された個人保護具を無料で提供するものとし、労働者はこれを使用しなけ

ればならない。 

 労働者に安全で衛生的な作業環境を提供し、労働者の健康と作業環境の継続

的かつ体系的なモニタリングを通じて、これを維持しなければならない。 

 毒劇薬、放射線、慢性病を引き起こす物質などによって労働者の健康が害さ

れているかどうかを定期的に評価するために、労働衛生モニタリングを実施

しなければならない。 

 安全衛生教育は、継続的であり、職場における危険な状況に晒されるリスク

に関する研修教材を含むものとする。 

 

2.5.  身体に負荷のかかる作業 

購入先は、身体的に負荷のかかる作業を特定・評価し、労働災害、労働疾病に繋がら

ないよう適切に管理するものとする。加えて、以下を遵守するものとする。 

 手作業による材料の取り扱い、手動での重量物運搬作業などの重労働、長時

間の立ち作業、長時間にわたる反復作業、⼒の要る組み立て作業など、労働

者の身体に負荷のかかる作業を特定、評価、管理しなければならない。 

 法令で定められた水準での健康診断等を実施し、従業員の疾病予防と早期発

見を図り、あわせて過重労働による健康障害の防止やメンタルヘルスケア等

についても十分に配慮するものとする。 

 

2.6.  機械の安全対策 

購入先は、敷地・施設・機械設備・人の行動などの安全衛生に関する実態把握に努

め、適切な安全対策を講じるものとする。生産機械やその他の機械は、安全上の危険

を評価しなければならず、機械によって労働者が怪我をする恐れがある場合、物理的

な保護装置、インターロック、障壁を設置し、適切に保守管理するものとする。 

 

2.7.  施設の安全衛生 

購入先は、労働者の生活のために提供される施設（食堂・寮・トイレなど）の安全衛

生を適切に確保するものとする。加えて、以下を遵守するものとする。 

 労働者には、清潔なトイレ施設、飲料水の利用、衛生的な食材の調理・保

存・食事のための施設が提供されなければならない。 



    

 

 

 購入先または人材斡旋業者が提供する労働者の寮は、清潔かつ安全に維持さ

れ、適切な緊急時の非常口、入浴およびシャワーのための温水、適切な照

明、適切な空調換気、個人的な所有物および貴重品を保管するための個別に

確保された施設、および適切に出入りできる妥当な広さの個人スペースを提

供しなければならない。 

 

2.8.  安全衛生に関するコミュニケーション 

購入先は、安全衛生に関する教育を労働者へ提供し、意識的に取り組ませるものとす

る。加えて、以下を遵守するものとする。 

 労働者が理解できる言語で、機械、電気、化学物質、火災、物理的危険な

ど、職場でのあらゆる特定された危険について、適切な職場の安全衛生に関

する情報と教育訓練を提供しなければならない。 

 アクセスしやすい場所に安全衛生に関する情報を明確に掲示するものとす

る。 

 全ての労働者に対して、教育訓練は作業の開始前に、それ以降は定期的に提

供するものとする。 

 労働者が報復を受けることなく安全衛生に関する懸念を提起することを奨励

する。 

 

3. 環境 

購入先は、調達活動において環境負荷の低減と持続可能な資源活用を最優先し、環境保全

に貢献する取り組みを推進するものとします。これは、サプライチェーン上流への環境負

荷低減の働きかけも含みます。 

環境に関する遵守事項は以下の通りです（具体的な取り組み要請については、付属書を参

照のこと）。 

 

3.1.  環境法令・規制の遵守 

購入先は、適用されるすべての環境法令および規制を遵守し、必要な環境許可・認可

を取得し、維持するものとする。適切な運用および報告手順を遵守するものとする。 

 

3.2.  環境マネジメントシステムの構築 

購入先は、環境保全と持続可能な発展を実現するため、環境マネジメントシステム

（EMS）を構築・維持し、継続的な改善を行うものとする。 

 

 

 



    

 

 

3.3.  エネルギー消費および温室効果ガス排出量の削減 

購入先は、エネルギー消費と温室効果ガス排出量の削減に向け、その効果の高い資材

の提案、サプライチェーン全体での排出量把握、そして全社的な削減目標の設定と達

成に取り組むものとする。加えて、以下を遵守するものとする。 

 購入先は当社に対して温室効果ガス排出量の削減効果が高い資材（製品省エ

ネルギーに貢献する資材や、生産時の温室効果ガス排出量削減に寄与する資

材など）を積極的に提案し、その採用を働きかけるものとする。 

 サプライチェーン全体での温室効果ガス排出量を把握・削減するために、購

入先は温室効果ガス排出量（スコープ 1、スコープ 2 など）の算出やそのデ

ータ提出に協⼒するものとする。 

 購入先はエネルギー消費量や温室効果ガス排出量を追跡・文書化し、削減活

動の進捗を共有するものとする。 

 購入先は可能な範囲で全社規模の温室効果ガス削減目標を設定し、エネルギ

ー効率を高めることで排出量を最小化するものとする。 

 購入先は進捗状況や目標の達成状況を必要に応じて外部へ公表することで透

明性を確保するものとする。 

 

3.4.  資源循環の推進 

購入先は、当社が推進する循環型モノづくり、および資源の有効活用に関する取り組

みに寄与する資材を提案し、その採用を働きかけるものとする。循環型モノづくりに

寄与する資材とは次の各資材を指すが、これに限定されるものではない。 

 投入資源の削減に寄与する資材 

 再生資源の活用拡大に寄与する資材 

 製品輸送のための包装部材のリユース化に寄与する資材 

 環境汚染防止と天然資源の有効活用に資する資材 

加えて、以下を遵守するものとする。 

 現地の法規制を遵守し、リデュース（削減）、リユース（再利用）、リサイ

クル（再資源化）の各施策を推進するものとする。 

 有害性が特定されていない物質であっても、体系的に管理し、責任ある廃棄

またはリサイクルを実施することで、天然資源（例：水、化石燃料、鉱物、

原生林産物等）の使用を最小限に抑えるものとする。 

 

3.5.  有害物質の管理 

購入先は、人体や環境に対して危険をもたらす化学物質、廃棄物、その他の物質を特

定、表示、管理し、安全な取り扱い、移動、保存、使用、リサイクルまたは再利用、

および廃棄が確実に実施されるよう管理するものとする。 



    

 

 

3.6.  製品含有化学物質の管理 

購入先は、最新の「i-PRO 化学物質管理ランク指針（製品版）」および適用法規を厳

守し、納入資材における化学物質管理を徹底しなければならない。加えて、以下を遵

守するものとする（具体的な化学物質管理の徹底については、付属書を参照のこ

と）。 

(1). ランク指針の遵守 

購入先は、最新のランク指針を遵守するものとする。 

(2). 禁止物質の使用禁止 

購入先は、ランク指針で禁止物質レベル１に定められた「オゾン層破壊

物質（HCFC を除く）」を、製造工程（上流取引先の工程を含む）にお

いて使用しないものとする。 

(3). 不使用保証書の提出 

購入先は、当社の要請に従い、当社が定めた最新の「製品に関する化学

物質についての不使用保証書」（以下「不使用保証書」と記す）を提出

するものとする。なお、ランク指針が改定された場合は、速やかにその

内容を反映するものとする。 

(4). 禁止物質検知時の通知と協議 

購入先は、納入資材に禁止物質が含有されている、または製造工程で使

用されたことを認識した場合、速やかに当社に通知し、双方協議の上で

対応措置を実施するものとする。 

(5). 化学物質含有情報の整備およびデータ入⼒ 

購入先は、上流の化学物質含有情報および社内の製造情報に基づいて、

化学物質含有情報を詳細に作成し、当社の要請に従い「グリーン調達マ

イスター」に該当データ（ランク指針で定める化学物質含有データ）を

入⼒するものとする。 

(6). RoHS 指令対象物質の分析データ提出（初回） 

購入先は、資材選定時、当社の要請に従い、RoHS 指令で定められた特

定有害物質（以下「RoHS 指令対象物質」と記す）の含有濃度が規制値

未満であることを証明する分析データを提出するものとする。なお、

RoHS 指令対象物質に新たな化学物質が追加された場合、当社の納入禁

止日以降に納入される資材については、該当物質の分析対象とする。 

(7). RoHS 指令対象物質の定期的分析データ提出 

購入先は、当社の要請に従い、納入資材について RoHS 指令対象物質が

含有されていないことを証明する分析データを定期的に提出するものと

する。なお、RoHS 指令対象物質の含有リスクが極めて小さいと判断さ

れる場合は、購入先による製造条件（材料、工法、生産設備・製造場



    

 

 

所、外注先、資材の購入先等）の変更がなく、規制値未満であることを

証明する書面等により、分析データ提出の代替とする。 

(8). 購入先環境品質保証体制監査の受入 

購入先は、当社の要請に従い、購入先環境品質保証体制監査（以下「購

入先環境監査」と記す）を受け入れるものとする。 

(9). RoHS 指令対象物質の混入可能性の確認と防止措置（資材選定時） 

購入先は、併行生産の有無や在庫資材の RoHS 適合性不明等、購入時に

おける RoHS 指令対象物質の混入可能性を確認し、混入防止対策を実施

するものとする。 

(10). サプライチェーンにおける混入可能性の確認と対策 

購入先は、自らのサプライチェーンにおける RoHS 指令対象物質の混入

可能性（併行生産の有無、在庫資材の RoHS 適合性等）を確認するとと

もに、混入防止対策の実施をサプライチェーン各社に要求し、その実施

状況を確認するものとする。 

(11). 製造条件変更時の事前連絡 

購入先は、製造条件（材料、工法、生産設備・製造場所、外注先、資材

の購入先等）に変更がある場合、事前に当社へ連絡するものとする。 

(12). 研究・開発用資材の除外 

研究・開発で使用する資材については、(1)から(11)の適用を除外する。 

(13). 製品の製造に使用される金型・機械設備、アフター部品試作資材等を納

入する購入先の取扱い 

購入先は、設備等から製品に飛散・落下する場合、または設備等との接

触により製品に付着・移行する可能性のある化学物質について、ランク

指針で定める禁止物質が含有されないよう管理するものとする。 

(14). 使用物質の制限および関連法規・基準の遵守 

購入先は、製品中および製造工程での特定物質の使用について、適用さ

れる全ての法律、規制の要求を満たすものとする。これには、リサイク

ルや廃棄物の表示に関するラベリング等、使用禁止または制限対象物質

に関する全ての表示・管理措置が含まれる。また、最終製品に組み込ま

れる部品についても、下流企業に必要な情報を提供するなど、サプライ

チェーン全体での責任ある化学物質管理を徹底することを求める。 

 

3.7.  水循環の推進 

購入先は、水資源の節約と汚染防止の実現に努め、以下を遵守するものとする。 



    

 

 

 購入先は水循環および水資源の有効利用・水質保全に寄与する資材を提案

し、その採用を働きかけるものとする。水循環に貢献する資材とは、当社拠

点での生産水使用量削減に寄与する資材を指す。 

 購入先は、法規制を遵守し、使用する水の水源、使用、排出をモニタリング

し、節水に努めるものとする。 

 あらゆる廃水は、排出または廃棄する前に、必要に応じて特性を示し、監

視、制御、処理を実施するものとする。 

 水汚染を発生させる可能性のある汚染源を特定し、適切な管理を行うものと

する。 

 

3.8.  大気への排出 

購入先は、関連する法規制を遵守し、有害物質の大気への排出を削減するための適切

な対策を実施するものとする。加えて、以下を遵守するものとする。 

 揮発性の有機化合物、エアロゾル、腐食性物質、微粒子、オゾン層破壊物

質、燃焼の副生成物は、排出に先立ち、内容の分析と監視に努め、その結果

に基づいて必要な管理や処置を施した後に排出するものとする。 

 排出する物質の取扱いや処理システムの性能の定期的な監視に努めるものと

する。 

 

3.9.  生物多様性の保全 

購入先は、当社に生物多様性保全に貢献する資材を提案し、採用を働きかけるものと

する。生物多様性保全に貢献する資材とは、次の各資材を指す。 

 適切に管理された森林の産出木材を原料とする資材（例）FSC 認証材。 

 保護を必要とする貴重な生態系や希少野生動物の生存に悪影響をおよぼす森

林破壊等により得られた木材や鉱物などを排除した資材（今後、生物多様性

保全の観点から問題のある木材や鉱物が具体的に特定された場合、そうした

素材を使用していないか調査を実施する可能性がある）。 

 

4. ビジネス倫理 

購入先は、社会的責任を果たし、高い倫理観を持ち事業活動を行うものとします。 

ビジネス倫理に関する遵守事項は以下の通りです。 

 

4.1.  汚職・賄賂などの禁止、腐敗防止 

購入先は、あらゆる種類の贈収賄、腐敗、恐喝、および横領などを行ってはならず、

以下を遵守するものとする。 



    

 

 

 贈収賄、腐敗、恐喝および横領を一切禁止する方針を策定し、継続的に遵守

しなければならない。 

 会社の利益と個人の利益または個人的利害関係が相反するような行為は行わ

ない。 

 

4.2.  不適切な利益供与および受領の禁止 

購入先は、ビジネスを獲得または保持する、あるいはその他不適切な利益を得るため

に、第三者を通して、直接的または間接的に価値のあるものを提供、受領、またその

約束、申し出、許可を含めて容認してはならない。加えて、以下を遵守するものとす

る。 

 マネーロンダリングやテロ行為、またはその他の組織的犯罪に意図的に関与

しない。 

 腐敗防止に関する法令の遵守を確実にするために、監視、記録保存、および

手順の明確化を行うものとする。 

 

4.3.  情報の開示 

購入先は、業務および財務等に関する情報を記録・保存し、ステークホルダーに対し

適法に公正かつ適時適切に開示するものとする。加えて、以下を遵守するものとす

る。 

 透明性をもってすべての商取引を実施し、会計帳簿や記録に正確に反映され

なければならない。 

 労働、安全衛生、環境活動、ビジネス活動、組織構造、財務状況、および業

績に関する情報は、適用される法規制と業界の慣例に従って、開示されなけ

ればならない。 

 サプライチェーンにおける記録の改ざんや虚偽の表示・虚偽の情報開示を行

ってはならない。 

 

4.4.  知的財産権の尊重 

購入先は、知的財産権を尊重し、技術やノウハウの移転は知的財産が守られた形で行

わなければならない。また、顧客およびサプライヤーなどの第三者の知的財産も尊重

し、保護するものとする。 

 

4.5.  公正なビジネス 

購入先は、公正な競争、透明性、法令遵守の企業活動を支援するものとする。加え

て、以下を遵守するものとする。 



    

 

 

 公正な競争、公正な取引に関する法令を遵守し、違法行為や疑わしい手段を

用いてはならない。 

 社会的秩序や健全な活動に悪影響を与える反社会的勢⼒と一切関係を持たな

い。 

 広告宣伝において、事実と異なる表現や、消費者や顧客に内容を誤認させる

表現を行わず、また他の企業や個人の中傷誹謗、権利侵害などの内容を含め

てはならない。 

 

4.6.  身元の保護と報復の禁止 

購入先は、内部通報の仕組みを構築し、通報内容の機密性、並びに通報者の匿名性を

保護し、通報者に対する報復を排除するものとする。加えて、以下を遵守するものと

する。 

 法律で禁止されていない限り、サプライヤーおよび労働者の内部告発者の機

密性、匿名性を確保し、保護する仕組みを構築しなければならない。 

 労働者が報復の恐れなしに懸念を提起できるプロセスを提供するものとす

る。 

 

4.7.  責任ある鉱物調達 

購入先は、製造する製品に含まれるタンタル、錫、タングステン、および金などの鉱

物が紛争地域および高リスク地域で深刻な人権侵害、環境破壊、汚職、紛争などを引

き起こす、または加担していないかのデューディリジェンスを実施しなければならな

い。鉱物が、OECD の「紛争地域および高リスク地域からの鉱物の責任あるサプライ

チェーンのためのデュー・ディリジェンス・ガイダンス」または同等に認知されたデ

ューディリジェンスフレームワークに沿った方法で入手されていることを合理的に保

証するための方針を策定し、デューディリジェンスを実施するものとする。 

 

4.8.  適切な輸出入管理 

購入先は、法令等で規制される技術や物品の輸出入に関して、明確な管理体制を整備

して適切な輸出入手続きを行うものとする。加えて、以下を遵守するものとする。 

 関連法令により規制されている貨物・技術の取引は、関連法令に従って必要

な手続きを行い、輸出禁制品の輸出および輸入禁制品の輸入は行ってはなら

ない。 

 輸出貨物や提供する技術が大量破壊兵器の開発・製造に用いられないよう、

安全保障に基づく輸出管理を行うものとする。 

 

 



    

 

 

5. 情報セキュリティ 

購入先は、適正な情報セキュリティを推進し、顧客情報、個人情報、技術・品質・製品・

サービス等の情報資産を適切に取り扱い、管理するものとします。 

情報セキュリティに関する遵守事項は以下の通りです。 

 

5.1.  情報漏洩の防止と従業員教育 

購入先は、取引関係者の個人情報および機密情報を不正取得・利用・漏洩から保護す

るため、適切な管理体制を構築し、従業員教育を強化するものとする。加えて、以下

を遵守するものとする。 

 アクセス制限や暗号化、監査ログの管理などの技術的・組織的措置を講じる

ものとする。 

 PDCA サイクルを活用し、情報管理体制を継続的に改善するものとする。 

 従業員向けの情報セキュリティ研修を定期的に実施するものとする。 

 インシデント発生時の対応計画を策定し、迅速な対応を確保するものとす

る。 

 

5.2.  サイバーセキュリティ対策の強化 

購入先は、サイバー攻撃のリスクを低減するため、最新のセキュリティ技術を導入

し、ネットワーク監視とインシデント対応体制を強化するものとする。加えて、以下

を遵守するものとする。 

 ファイアウォール、侵入検知システム、暗号化技術を導入し、定期的に更新

するものとする。 

 ネットワークの脆弱性診断を実施し、リスクを特定・改善するものとする。 

 24 時間 365 日のネットワーク監視体制を確立するものとする。 

 インシデント対応計画を策定し、定期的な訓練を実施するものとする。 

 重要データのバックアップを実施し、システムの冗長化を図るものとする。 

 

5.3.  個人情報の保護と適正管理 

購入先は、顧客、従業員、取引先の個人情報を適切に管理し、不正取得・漏洩を防止

する体制を整備するものとする。加えて、以下を遵守するものとする。 

 個人情報保護方針を策定し、適正な範囲内で情報を取り扱うものとする。 

 アクセス制限や暗号化、監査ログの管理などの技術的・組織的措置を徹底

し、不正利用を防ぐものとする。 

 個人情報の収集、保存、処理、共有に関する国内外の法令や業界基準を遵守

し、管理プロセスを確立するものとする。 



    

 

 

 従業員向けの個人情報保護研修を定期的に実施し、意識向上を図るものとす

る。 

 内部監査を実施し、PDCA サイクルに基づいた継続的改善を行うものとす

る。 

 苦情処理窓口を設置し、適切な対応を確保するものとする。 

 

6. 品質・安全性 

購入先は、研究開発、企画、設計、生産、販売、修理、廃棄において、製品の品質、安全

性を優先し、品質マネジメントシステムを構築し継続的な品質改善に取り組まなければな

りません。 

品質・安全性に関する遵守事項は以下の通りです。 

 

6.1.  品質マネジメントシステム 

購入先は、製品やサービスの安全性と品質を確実に維持するため、品質マネジメント

システムを構築・運用し、継続的な改善を行わなければならない。加えて、以下を遵

守するものとする。 

 ISO 9001 認証をはじめ、その他の国際規格や業界標準に基づく第三者認証

の取得を積極的に推進するものとする。 

 PDCA（Plan-Do-Check-Act）サイクルを活用し、品質向上のための定期的

な見直しと改善活動を実施するものとする。 

 

6.2.  正確な製品・サービス情報の提供 

購入先は、製品・サービスに関する情報を、正確で透明性があり、誤解を招かない形

で提供し、虚偽の情報や改ざんを行ってはならない。加えて、以下を遵守するものと

する。 

 購入先は消費者や顧客に対し、製品やサービスに関する仕様・品質・取扱方

法の正確な情報を伝えなければならない。 

 法令に従い、製品に含有されている化学物質等の情報を適正に報告しなけれ

ばならない。 

 4M 変更（Man、Machine、Method、Material）が発生した際には、速やか

に報告するものとする。 

 

6.3.  製品安全性の確保 

購入先は、関連する国内外の法令や国際基準に則り、製品・サービスの安全性を確保

するものとする。安全性に関する問題が生じた場合には、迅速にかつ適切に対応する

ものとする。加えて、以下を遵守するものとする。 



    

 

 

 法令遵守はもとより、通常有すべき安全性 (設計・工程・部品等) について

も配慮するものとする。 

【製品安全性に関わる法令の例】 

日本：電気用品安全法、消費生活用製品安全法、家庭用品品質表示法等。 

海外：UL※、BSI※、CSA※等。 

※UL：Underwriters Laboratories (アメリカの検査機関による認証) 

※BSI：British Standards Institution (英国規格協会による国家規格) 

※CSA：Canadian Standards Association (カナダ規格協会による安全

規格) 

 トレーサビリティ（材料・部品・工程）などの管理および問題解決に向けた

迅速な対応を行うものとする。 

 

7. 事業継続計画  

購入先は、全事業活動において事業継続を最優先し、リスク評価と危機管理対策を盛り込

んだ BCP（事業継続計画）を策定・運用するものとします。 

事業継続計画に関する遵守事項は以下の通りです。 

 

7.1.  BCP（事業継続計画）の策定 

購入先は、事業継続を阻害するリスクを特定・評価し、緊急事態（自然災害、事故、

感染症、サイバー攻撃、テロ等）における対応策をまとめた BCP を策定するものとす

る。加えて、以下を遵守するものとする。 

 事業継続を阻害するリスク（地震、津波、洪水、火災、感染症、サイバー攻

撃、テロ等）を網羅的に評価し、事業に与える影響を精査するものとする。 

 必要な事前対策として、想定される被害をどのように生産拠点の個々の要素

を防御・軽減・復旧するかという現地復旧戦略を策定するものとする。 

 被害によるダメージから復旧が長期化することを想定した代替手段の確保に

努めるものとする。 

 実際に事業が停止した際、BCP に記述されている内容に従って事業を早期に

復旧するためのマニュアルを策定するものとする。 

 万一、リスクが発生した場合は、納期等への影響を把握し、顧客を含むステ

ークホルダーへの早期連絡が可能とするよう連絡体制と連絡手段を策定する

ものとする。 

 実際の災害などに対応できるよう、従業員に継続的な教育・訓練を提供する

ものとする。 

 

 



    

 

 

8. マネジメントシステム  

購入先は、本ガイドラインの内容に関連する範囲のマネジメントシステムを導入、または

構築し、継続的に改善を促進するものとします。 

マネジメントシステムには以下が含まれていなければなりません。 

 

8.1.  企業のコミットメント 

購入先は、人権、安全衛生、環境と倫理に関する方針を策定し、労働者へ伝達するも

のとする。加えて、以下を遵守するものとする。 

 経営層は本ガイドラインの要件を満たすための方針を策定するものとする。 

 方針は従業員が理解できる言語で伝達するか、いつでも閲覧可能な状態にし

なければならない。 

 

8.2.  経営者の説明責任と責任 

購入先は、マネジメントシステムおよびそれに関連するプログラムの確実な実施に責

任を持つ上級管理職および会社の責任者を明確に特定し、上級管理職は定期的にマネ

ジメントシステムの状況をレビューするものとする。 

 

8.3.  法定要件および顧客要求事項 

購入先は、本ガイドラインの要件を含めて、適用される法令の要件および顧客要求事

項を特定、監視、認識するプロセスを導入または確立するものとする。 

 

8.4.  リスク評価とリスク管理 

購入先は、法令遵守、環境、安全衛生、労働慣行、および倫理リスク（人権と環境に

深刻な影響を与えるリスクを含む）を特定するプロセスを導入または確立しなければ

ならない。加えて、特定されたリスクを管理し、規制の遵守を確保するために、各リ

スクの相対的な重要性を判断し、適切な手順による管理および物理的制御を実施する

ものとする。 

 

8.5.  改善目標 

購入先は、購入先の社会、環境、安全衛生面のパフォーマンスを改善するために明文

化されたパフォーマンス目的、目標値、実施計画（購入先が目標を達成するため、パ

フォーマンスを定期的に評価することを含む）を策定するものとする。 

 

 

 

 



    

 

 

8.6.  トレーニング 

購入先は、購入先の方針、手続きおよび改善目標を実施し、適用される法規制の要求

事項を満たすために、管理職および労働者に対して適切な教育と研修を行うものとす

る。 

 

8.7.  コミュニケーション 

購入先は、購入先の方針や活動内容に関する正確な情報を、ウェブサイトなどを通じ

て、労働者、サプライヤーおよび顧客に伝達するためのプロセスを確立するものとす

る。 

 

8.8.  労働者／ステークホルダーの関与と救済へのアクセス 

購入先は、労働者、代表者、および関連するステークホルダーと対話・協議するため

のプロセスを構築しなければなりません。法令や規制および社会慣行において違反や

懸念がある場合、労働者が匿名で伝えることができ、その内容を正当に評価し改善で

きるプロセスを構築するものとする。加えて、以下を遵守するものとする。 

 労働者、その代表者、および関連するステークホルダーとの継続的な双方向

コミュニケーションのためのプロセスを確立するものとする。 

 寄せられた意見や要望を受け止め、継続的に改善するものとする。 

 労働者は報復や仕返しを恐れることなく、苦情およびフィードバックを提供

できる安全な環境が与えられるものとする。 

 

8.9.  監査および評価 

購入先は、適用法令、規制、本ガイドライン、および社会的・環境的責任に関連する

顧客の契約上の要求事項に適合するために定期的な自己評価を実施するものとする。 

 

8.10.  是正措置プロセス 

購入先は、社内外の評価、点検、調査、および審査によって特定された不備に対し

て、速やかに是正を実施するプロセスを持たなければならない。 

 

8.11.  文書化と記録 

購入先は、規制の遵守、会社の要求事項への適合、プライバシー保護のための適切な

機密性を確保するための文書および記録を作成し、維持しなければならない。 

 

 

 

 



    

 

 

8.12.  サプライヤーの責任 

購入先は、本ガイドラインの要求事項をサプライヤーへ伝達、および共に実践できる

ようサプライヤーへ働きかけ、その遵守状況を定期的に監視・評価するプロセスを確

立するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



    

 

 

付属書 

環境に対する購入先区分と取り組み要請 

本付属書で記載の購入先区分は以下の通りとします。 

1. 購入先区分 1 は資材を納入する購入先とします。なお資材とは、製品の製造に消費

される原材料、部品、買入商品を総称します。また、ここでいう部品は次の意味を

含み、買入商品は次の意味に用います。 

（1） 部品は、副資材等の構成材料（テープ、はんだ、接着剤等）、製品の包

装部品、製品輸送のための包装部材、部品の納入者が輸送・保護に用いる

包装部材を含みます。 

（2） 買入商品とは、当社が設計・製造を委託した完成商品およびこれに準ず

るもの、先方の規格または仕様で製造された i-PRO 社名で生産されるも

の、および販売促進用商品を言います。 

※基板 ASSY 品は、部品として i-PRO 製品に組み込まれるため適用され

る。 

2. 購入先区分 2 は、製品の製造に使用される金型・機械設備、アフター部品試作資材

等を納入する購入先とします。 

3. 購入先区分 3 は、ソフトウェア、設計・デザイン外注、調査、翻訳といった情報成

果物や役務等を納入する購入先とします。 

 

購入先への環境負荷低減要請は、次の表の通りとします。なお、表中の「◎」は取り組み

が必須であることを意味し、「○」は取り組みの適用可能な項目を準用することを意味

し、「－」は取り組みが任意であることを意味します。また、「△」は、化学物質が設備

等から製品に飛散・落下する場合や、化学物質が設備等との接触により製品に付着・移行

する可能性がある場合に化学物質管理の要求事項の一部分を適用することを意味します。 

 

環境負荷低減の取り組み 購入先区分 1 購入先区分 2 購入先区分 3 

環境マネジメントシステムの構築 ◎ － － 

エネルギー消費および 

温室効果ガス排出量の削減 
○ ○ ○ 

資源循環の推進 ○ ○ ○ 

有害物質の管理 ○ ○ ○ 

製品含有化学物質の管理 ◎ △ － 

水循環の推進 ○ ○ ○ 

大気への排出 ○ ○ ○ 

生物多様性の保全 ○ ○ ○ 

 



    

 

 

化学物質管理の徹底 

(1). 購入先は、最新の「i-PRO 化学物質管理ランク指針（製品版）」 （以降、「ラン

ク指針」と記す）を遵守するものとします。ただし、購入先に求める製品含有化学

物質の不使用保証とは、規制値未満の保証であり、管理値未満の保証ではありませ

ん。なお、購入先より納入頂く資材が、「ランク指針」の全部または一部の適用を

除外する資材である場合は、当社は、この旨を購入先に連絡するものとします。 

(2). 購入先は、「ランク指針」の禁止物質レベル 1 として定められた「オゾン層破壊物

質（HCFC は除く）」を製造工程においても使用しないものとします。なお、製造

工程とは、購入先の上流取引先の製造工程を含みます。 

(3). 購入先は、当社の要請に従い、当社が定めた最新の「製品に関する化学物質につい

ての不使用保証書」（以降、「不使用保証書」と記す）を当社に提出するものとし

ます。なお、「ランク指針」が改定された場合は、速やかにその内容が反映される

ものとします。 

(4). 購入先は、納入した資材に禁止物質が含有し、または製造工程において禁止物質が

使用されたことをしった場合は、速やかに当社に通知し、双方協議のうえ対応処置

を行うものとします。 

(5). 購入先は、当社に納入する資材の化学物質含有情報を自らが購入する資材の化学物

質含有情報と自らの製造工程に関する科学的な知見や製造情報を基に整備するとと

もに、当社の要請にしたがい、「グリーン調達マイスター」にデータ入⼒を行うも

のとします。なお、「グリーン調達マイスター」に入⼒するデータは、「ランク指

針」で定めた化学物質の含有データを指します。 

(6). 購入先は、資材の選定時、当社の要請に従い、当該資材について RoHS 指令で定

められた特定有害物質（以降、RoHS 指令対象物質と記す）の含有濃度が規制値未

満であることを証明する分析データを当社に提出するものとします。また、RoHS

指令対象物質に追加が決定された化学物質については、当該資材が当社の納入禁止

日以降も納入される場合には分析対象とします。 

(7). 購入先は、当社の要請に従い納入している資材に RoHS 指令対象物質の含有がな

いことを証明する分析データを定期的に当社に提示するものとします。また、

RoHS 指令対象物質に追加が決定された化学物質については、当該資材が当社の納

入禁止日以降も納入される場合には分析対象とします。なお、当社は、RoHS 指令

対象物質の含有リスクが極めて小さいと判断できる場合には、購入先より製造条件

（材料、工法、生産設備・製造場所、外注先、資材の購入先等）変更がなく RoHS

指令対象物質の含有濃度が規制値未満であることを証明する書面等を入手すること

で分析データ入手の代替とします。 

(8). 購入先は、当社の要請に従い、購入先環境品質保証体制監査（以降、購入先環境監

査と記す）を受け入れるものとします。 



    

 

 

(9). 購入先は、RoHS 指令対象物質の購入の可能性（併行生産の有無、在庫資材の

RoHS 適合性など）を確認するものとします。混入の可能性がある場合（併行生産

あり、在庫資材の RoHS 適合性不明など）は、RoHS 指令対象物質の混入防止対策

を実施するものとします。 

(10). 購入先は、購入先のサプライチェーンにおける RoHS 指令対象物質の混入の可能

性（併行生産の有無、在庫資材の RoHS 適合性など）を確認するものとします。

混入の可能性がある場合（併行生産あり、在庫資材の RoHS 適合性不明など）

は、混入防止対策の実施を購入先のサプライチェーンに要求し、実施状況を確認す

るものとします。 

(11). 購入先は、当社に製造条件（材料、工法、生産設備・製造場所、外注先、資材の

購入先等）変更時の事前連絡を行うものとします。 

(12). 研究・開発で使用する資材は、本付属書の適用を除外します。 

(13). 購入先区分 2 の購入先は、化学物質が設備等から製品に飛散・落下する場合、飛

散・落下する化学物質は、「ランク指針」で定めた禁止物質の含有がないものとし

ます。また、化学物質が設備等との接触により製品に付着・移行する可能性がある

場合、設備等の製品に接触する部位は、「ランク指針」で定めた禁止物質の含有が

ないものとします。 

 

運用マニュアル 

<運用の基本> 

1. 当社は、立地する国の法律、条例、規則等や、事業形態、顧客要求などにより、本

ガイドラインの環境に記載の内容と異なるお願いをする場合があります。このよう

な場合、購入先は、当社の要請を優先するものとします。 

2. 購入先は、運用マニュアルに従い、当社要請を遵守するものとします。 

 

<運用マニュアル> 

本「運用マニュアル」では、当社のお願い事項に対する購入先の対応状況を把握し、評価

するための方法と手段が記載されています。 

当社は、環境負荷低減の取り組みを意欲的に実践している購入先との取引を優先します。 

当社は、本ガイドラインで購入先に要請させていただきました事項の実践状況を把握し、

この把握結果を用いて購入先を評価させていただき、この評価結果を購入先と共有するこ

とにより、購入先での環境負荷低減の取り組みレベルの向上に繋げていきたいと考えてい

ます。 

このマニュアルは、購入先の環境負荷低減の取り組み状況を把握する手段と評価の考え方

についてまとめたものです。購入先におかれましては、このマニュアルの内容をご理解の

うえ、本ガイドラインで購入先に要請させていただきました事項の実践状況の把握にご協



    

 

 

⼒いただくとともに、購入先での環境負荷低減を加速していただきますようお願いいたし

ます。 

 

1. 購入先の取り組み状況把握手段 

当社は、購入先にお願いした本ガイドラインの取り組み状況を次の手段を用いて把握

いたします。 

（1） 購入先環境品質保証体制監査 

 この監査は、「ランク指針」で定めた禁止物質の不使用保障体制を確

認することを目的にしています。 

 当社は、この監査を通して購入先の化学物質不使用体制のレベルを把

握します。 

 この監査は、お取引いただいております当社が担当いたします。 

 この監査は、別途定める監査チェックリストに基づき実施されます。

購入先には、購入先自主審査欄への事前回答をお願いいします。 

 この監査実施のお願いは、お取引いただいております当社より別途ご

案内いたします。 

（2） 製品化学物質システム 

 当社が運用する「グリーン調達マイスター」のデータ入⼒状況により

購入先の対応レベルを把握します。 

 この購入先の対応レベルの把握は、当社にて「グリーン調達マイスタ

ー」を用いて行います。 

 

2. 購入先評価の考え方 

 購入先区分別に購入先の評価を実施します。 

 購入先区分 1 は、必須項目で評価を行います。 

 購入先区分 2 および 3 は、環境負荷低減の取り組み状況を確認させて頂きま

す。 
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